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【令和元年度 306 回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合での

指摘事項】 

航空機墜落火災評価における対象航空機の選定の考え方について説明

すること。 

 

【指摘事項に対する回答】 

 航空機墜落火災評価における対象航空機については，従来は三沢対地訓

練区域を訓練飛行中の自衛隊機又は米軍機のうち，当社による調査結果か

ら，積載燃料が多い自衛隊機のＦ－２を選定するとともに，今後，訓練飛

行を行う主要な航空機となる可能性のあるＦ－35 を選定していた。 

しかし，「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」及び「実用発電用原

子炉施設への航空機落下確率評価について（平成２１年６月３０日 原子

力安全・保安院）」の要求を踏まえ，航空機墜落火災評価における対象航空

機については以下のとおり選定する。 

 

 「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」を参考として，燃料積載

量が最大の自衛隊機であるＫＣ－767 を選定する。 

 再処理施設の南方向約 10ｋｍの三沢対地訓練区域を訓練飛行中の自衛

隊機又は米軍機のうち，当社による調査結果から，自衛隊機のＦ－２

及び米軍機のＦ－16 を選定する。 

 今後，訓練飛行を行う主要な航空機となる可能性のあるＦ－35 につい

ても選定する。 

 火災による熱影響評価の対象とする航空機については，熱影響が厳し

いＦ－16 を選定する。 
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１．はじめに 

令和元年 8 月 21 日に開催された令和元年度第 23 回原子力規制委員会

において，航空機墜落による火災については，「原子力発電所の外部火災

影響評価ガイド」（以下「外部火災ガイド」という。）によらず，建屋外

壁等で火災が発生することを評価の前提とすること，また，火災影響評

価にあたってのモデル化の考え方については，外部火災ガイドを参考に

行うこととの方針を踏まえ，再処理施設への航空機墜落による火災の再

評価結果を以下に示す。 

 

２. 航空機墜落による火災の条件 

(１) 航空機墜落による火災の想定 

   航空機墜落による火災の想定は，以下のとおりとする。 

ａ．航空機は，対象航空機のうち，燃料積載量が最大の機種とする。 

ｂ．航空機は，燃料を満載した状態を想定する。 

ｃ．航空機墜落地点は，建屋外壁等の外部火災防護施設への影響が厳し

い地点とする。 

ｄ． 航空機の墜落によって燃料に着火し，火災が起こることを想定する。 

ｅ．気象条件は無風状態とする。 

ｆ． 火災は円筒火災をモデルとし，火炎の高さは燃焼半径の３倍とする。 

ｇ． 油火災において任意の位置にある輻射強度を計算により求めるには，

半径が 1.5ｍ以上の場合で火炎の高さを半径の３倍にした円筒火災

モデルを採用する。 
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(２) 墜落による火災を想定する航空機の選定 

   外部火災ガイドを参考に，航空機墜落火災の対象航空機については，

「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率評価について（平成２１

年６月３０日 原子力安全・保安院）」（以下「航空機落下確率評価ガ

イド」という。）の落下事故の分類を踏まえ，以下の航空機の落下事故

における航空機を選定する。 

ａ．自衛隊機又は米軍機の訓練空域内を訓練中及び訓練空域周辺を飛

行中の落下事故の航空機 

外部火災ガイドを参考として，燃料積載量が最大の自衛隊機であ

るＫＣ－767 を選定する。 

また，再処理施設の南方向約 10ｋｍに三沢対地訓練区域があり，

自衛隊機及び米軍機が訓練を行っている。このため，三沢対地訓練

区域を訓練飛行中の自衛隊機又は米軍機のうち，当社による調査結

果から，自衛隊機のＦ－２及び米軍機のＦ－16 を選定する。さらに，

今後，訓練飛行を行う主要な航空機となる可能性のあるＦ－35 につ

いても選定する。 

各航空機の燃料積載量を第２－１表に示す。 

 

第２－１表 航空機の燃料積載量 

対象航空機 燃料積載量（ｍ３） 

ＫＣ－767 145.1（16） 

Ｆ－２ 10.4 (2)(3) 

Ｆ－16 9.8 (1)(3) 

Ｆ－35 10.8 (3)(4) 
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ｂ．計器飛行方式民間航空機の空路を巡航中の落下事故の航空機 

直行経路を巡航中の計器飛行方式民間航空機の落下事故について

は，航空機落下確率評価の［１］式を用いると，航空機落下確率が 10-7

回／年となる範囲が敷地外となる。 

 

Ｐｃ＝ 
ｆＣ×ＮＣ×Ａ 

Ｗ 

    ＰＣ：再処理施設への巡航中の航空機落下確率；1×10-7（回／年） 

    Ａ：標的面積（ｋｍ２） 

     𝑁𝑁𝑐𝑐：評価対象とする直行経路の年間飛行回数（1,825（飛行回／年）

（注１）） 

𝑊𝑊：航空路幅（14.816（ｋｍ） ） E

（５）

 

𝑓𝑓𝑐𝑐 = 𝐺𝐺𝑐𝑐/𝐻𝐻𝑐𝑐：単位飛行距離当たりの巡航中の落下事故率（回／（飛

行回・ｋｍ）） 

     𝐺𝐺𝑐𝑐：巡航中事故件数（0.5（回）（注２）） 

𝐻𝐻𝑐𝑐：延べ飛行距離（11,497,450,753（飛行回 A E ・ E

（６）

AAEｋｍ E

（ ７ ）

A）（注３）） 

  （注１）国土交通省航空局に問い合わせた結果（平成27年の札幌管制区

のピークデイの交通量）を365倍した値。 

（注２）事故件数は平成11年１月から平成30年12月の間０回で
（６）（８）

あるが，

厳しい評価となるように0.5回とした。 

（注３）平成11年１月から平成24年12月での期間は「航空機落下事故に

関するデータ 平成28年６月 原子力規制委員会」，平成25年１

月から平成30年12月までの期間は「航空輸送統計調査」による。 

 

･･･［１］ 
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敷地外における外部火災については，石油備蓄基地に配置している

51 基の原油タンク（約 11.1 万ｍ3/基）の原油全てが防油堤内に流出し

た全面火災を想定している。計器飛行方式民間航空機の墜落による火災

について，最大の燃料積載量（約 240ｍ3）である機種の火災を想定して

も，石油備蓄基地火災の規模を踏まえると，計器飛行方式民間航空機の

墜落による火災は，近隣工場等の火災影響評価に包含される。 

  



 

6 
 

３. 熱影響評価の共通データ 

(１) 航空機墜落地点について 

再処理施設は敷地内に放射性物質を取り扱う建屋が多く，面的に広

く分布していることを踏まえ，離隔距離を想定しない航空機墜落によ

る火災としてとらえ，建屋外壁等の外部火災防護施設への影響が厳し

い地点とする。また，航空機墜落事故として単独事象を想定する。 

(２) 火災源から受熱面への輻射強度の算出 

ａ．形態係数の算出 

   形態係数は，外部火災ガイドを参考として以下の前提に基づき［２］

式より算出する。 

  ｉ．航空機墜落による火災は，墜落の状況によって様々な燃焼範囲の

形状が想定されるが，円筒火災を生ずるものとする。 

  ⅱ．燃焼面積は，航空機の投影面積と等価な円を仮定する。 

    ⅲ．以上より形態係数は 0.5 とする。 

 

  ･･･［２］ 

 

ただし， 

ここで， 

φ：形態係数 

Ｌ：離隔距離（ｍ） 

Ｈ：火炎の高さ（ｍ） 

Ｒ：燃焼半径（ｍ） 
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ｂ．受熱面における輻射強度の算出 

   輻射強度は外部火災ガイドを参考として，［３］式より算出する。航

空機燃料の輻射発散度については，第３－１表のガソリン・ナフサの

値を用いる。 

   また，外部火災防護施設のうち外部火災防護対象設備を収納する建

屋及び危険物タンク等については，太陽光の入射として 0.4ｋＷ／ｍ
（９）

２を加算する。 

   以上より輻射強度は約 30ｋＷ／ｍ２とする。 

Ｅ＝Ｒƒ・φ ･･･［３］ 

    ここで， 

Ｅ ：輻射強度（Ｗ／ｍ２） 

Ｒƒ：輻射発散度（Ｗ／ｍ２） 

φ ：形態係数 

 

第３－１表 物質固有の輻射発散度 

物質名 輻射発散度 物質名 輻射発散度 

カフジ原油 41×10３（35×10３） メタノール 9.8×10３（8.4×10３） 

ガソリン・ナフサ 58×10３（50×10３） エタノール 12×10３（10×10３） 

灯油 50×10３（43×10３） ＬＮＧ（メタン） 76×10３（65×10３） 

軽油 42×10３（36×10３） エチレン 134×10３（115×10３） 

重油 23×10３（20×10３） プロパン 74×10３（64×10３） 

ベンゼン 62×10３（53×10３） プロピレン 73×10３（53×10３） 

ｎ－ヘキサン 85×10３（73×10３） ｎ－ブタン 83×10３（71×10３） 

（単位はＷ／ｍ２，かっこ内はｋｃａｌ／ｍ２ｈ） 
「外部火災ガイド」より抜粋  
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(３) 燃焼時間 

燃焼時間は，［４］式より算出する。 

燃焼速度については，文 献
（１０）

から油面降下速度 8.0×10－５ｍ／ｓと

する。 

燃焼範囲は航空機の投影面積を 文
（２）

献
（15）（17）

の図面から設定し，ＫＣ－

767 は 1,800ｍ２，Ｆ－２は 110ｍ２，Ｆ－16 は 90ｍ２及びＦ－35 は 110

ｍ２となる。 

燃料量は，第２－１表からＫＣ－767 は 145.1ｍ３，Ｆ－２は 10.4

ｍ３，Ｆ－16 は 9.8ｍ３及びＦ－35 は 10.8ｍ３である。 

上記データ及び［４］式より，燃焼時間はＫＣ－767 が約 1,100 秒，

Ｆ－２が約 1,200 秒，Ｆ－16 が約 1,400 秒及びＦ－35 が約 1,300 秒で

ある。 

 

・・・［４］ 

 

   ここで， 

ｔ：燃料時間（ｓ） 

Ｖ：燃料量（ｍ３） 

Ａ：燃料範囲（ｍ２） 

ν：燃焼速度（ｍ／ｓ）（ガソリンの燃焼速度 4.8ｍｍ／ｍｉｎより

算出） 

(４) 熱影響評価の対象航空機 

上記（１）から（３）を踏まえ，選定した墜落による火災を想定す

る航空機における外壁表面温度の評価結果を第３－２表に示す。第３
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－２表より，火災による熱影響評価の対象とする航空機については，

熱影響が厳しいＦ－16 を選定する。 

 

第３－２表 熱影響評価の対象航空機 

対象航空機 

燃焼面積 

（ｍ２） 

燃料積載量 

（ｍ３） 

燃焼速度 

（ｍ／ｓ） 

燃焼時間 

（ｓ） 

外壁表面温度 ＊ 

（℃） 

ＫＣ－767 1,800 145.1 

8.0×10－５ 

約 1,100 約 630 

Ｆ－２ 110 10.4 約 1,200 約 650 

Ｆ－16 90 9.8  約 1,400 約 700 

Ｆ－35 110 10.8  約 1,300 約 680 

  ＊：外壁表面温度は，４．に記載する評価式により算出。 
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４．航空機墜落による外部火災防護施設への熱影響評価 

（１）外部火災防護対象設備を収納する建屋の熱影響評価 

ａ．熱影響評価について 

外部火災防護施設のうち外部火災防護対象設備を収納する建屋

（以下「対象建屋」という。）については，外壁の至近に円筒火災モ

デルを設定し，火災の発生から燃料が燃え尽きるまでの間，一定の

輻射強度を与えるものとして熱影響を評価する。評価にあたっては，

天井スラブ及び外壁のうち，離隔距離が小さく輻射熱による影響が

厳しい外壁を代表とし，より厳しい評価となるように外壁表面から

の対流及び輻射放熱は考慮せず，火炎からの輻射のエネルギは全て

建屋内面に向かう評価モデルとする。円筒火災モデルの概要を第４

－１図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

第４－１図 対象建屋の計算モデル 

 

熱影響評価により，外壁の温度上昇により屋内の外部火災防護対

象設備の安全機能を損なわないこと，建屋外壁が要求される機能を

損なわないことを確認する。  

 

E：輻射強度 

外壁 

天井スラブ 

屋内 
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対象建屋外壁の内部温度の時間変化は，表面熱流束一定の半無限

固体の熱伝導に関する［５］ 式
（１１）

に基づき算出する。 

 

･･･［５］ 

 

ここで， 

Ｔ ：外壁の内部温度（℃） 

χ ：外壁表面からの深さ（ｍ） 

ｔ ：燃焼時間（ｓ） 

Ｔｏ ：初期温度（℃） 

Ｅ ：輻射強度（Ｗ／ｍ２） 

α ：温度伝導率（ｍ２／ｓ）（α＝λ／（ρ×ｃ）） 

λ ：コンクリート熱伝導率（Ｗ／ｍＫ） 

ρ ：コンクリート密度（ｋｇ／ｍ３） 

ｃ ：コンクリート比熱（Ｊ／ｋｇＫ） 

))(()(1)( ：誤差関数xerfxerfxerfc −=  

 

対象建屋外壁に対する熱影響評価の計算条件を第４－１表に示

す。 
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第４－１表 熱影響評価の計算条件 

項目 記号 数値 単位 

初期温度 Ｔ0 50＊２ ℃ 

燃焼時間 ｔ 1,400 ｓ 

輻射強度 Ｅ 30＊１ ｋＷ／ｍ２ 

コンクリート熱伝導率 λ 1.74（１２） Ｗ／ｍＫ 

コンクリート密度 ρ 2,150＊３ ｋｇ／ｍ３ 

コンクリート比熱 ｃ 963（１２） Ｊ／ｋｇＫ 

＊１：太陽光の入射を考慮し，0.4ｋＷ／ｍ２を加算。 

＊２：初期温度は，室内の最高温度を踏まえ設定。 

＊３：遮蔽設計の最小値（使用前検査確認項目） 

 

ｂ．熱影響評価の結果について 

評価対象航空機であるＦ－16 の墜落による火災に対して対象建屋

の外壁の熱影響評価の結果を第４－２図に示す。 
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第４－２図 建屋外壁を対象とした熱影響評価結果 

 

評価の結果，外壁表面より約 17ｃｍで初期温度（50℃）となり，入

熱による影響がなくなることが分かる。これに対し，第４－２表に示

すとおり，対象建屋の最小外壁厚は 17ｃｍ以上であることから，屋内

に設置する外部火災防護対象設備の安全機能は損なわれない。 

さらに，別途想定した航空機については，燃焼時間がＦ－16 より短

時間であるため，Ｆ－16 の結果に包含される。 
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第４－２表 対象建屋の最小外壁厚 

建屋名 最小外壁厚 

使用済燃料輸送容器管理建屋の 

使用済燃料収納使用済燃料輸送容器保管庫 
約 130cm 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 約 120cm 

前処理建屋 約 120cm 

分離建屋 約 120cm 

精製建屋 約 120cm 

ウラン脱硝建屋 約 120cm 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約 110cm 

ウラン酸化物貯蔵建屋 約 120cm 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 約 120cm 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約 120cm 

第 1 ガラス固化体貯蔵建屋 約 30cm 

制御建屋 約 120cm 

非常用電源建屋 約 30cm 

主排気筒管理建屋 約 20cm 

 

また，内部温度は外壁表面から深さ約５ｃｍの領域においてはコン

クリートの許容温度 200 ℃
（１３）

以上となる。 

日本建築学会「建物の火害診断および補修・補強方法指針・同解説」

及び「構造材料の耐火性ガイドブック」を参考に鉄筋コンクリートの

影響を想定すると，外壁の表層部分のコンクリートひび割れ，外壁表

面から深さ５ｃｍ未満のコンクリート強度低下が想定される。また，

鉄筋では受熱温度が 500～600℃以下であれば加熱冷却後の残存強度は
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受熱前強度と同等であるとされていることに対し，鉄筋位置は表面か

ら５ｃｍ以上（設計かぶり厚さ：外壁６ｃｍ，屋根５ｃｍ）の深さに

あることから，鉄筋に影響を及ぼすことはないと想定される。 

これらを踏まえ，建屋外壁に要求される機能と想定される損傷を考

慮した影響評価を実施した結果を第４－３表に示すとおりであり，建

屋外壁が要求される機能を損なわない。 

 

第４－３表 建屋外壁への要求機能と影響評価 

要求機能 内容 影響評価 

放出経路の 

維持機能 

換気空調設備と合わせて

建物の区画形成により放

出経路を維持する機能 

外壁表面の損傷のみであり，放出経

路の維持機能に影響はない。 

遮蔽機能 
放射線量を所定レベルま

で低減する機能 

損傷部分（外壁表面から５ｃｍ）が

無いとしても必要遮蔽厚が確保で

きること（第４－４表），直線的な

貫通ひび割れが発生しないことか

ら遮蔽機能に影響はない。 

支持機能 
主要設備・機器を支持する

機能 

外壁表面の損傷のみであり，主要設

備等の支持機能に影響はない。 

波及的影響の 

防止機能 

破損，落下又は転倒によ

り，設備・機器の機能を阻

害しない機能 

コンクリートの表面損傷程度であ

り，設備・機器への物理的な波及的

影響はない。 
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第４－４表 対象建屋の最小外壁厚と必要遮蔽厚 

建屋名 最小外壁厚 必要遮蔽厚 

使用済燃料輸送容器管理建屋の 

使用済燃料収納使用済燃料輸送容器保管庫 
約 130cm 100cm 以上 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 約 120cm 100cm 以上 

前処理建屋 約 120cm 100cm 以上 

分離建屋 約 120cm 100cm 以上 

精製建屋 約 120cm 100cm 以上 

ウラン脱硝建屋 約 120cm 100cm 以上 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 約 110cm 100cm 以上 

ウラン酸化物貯蔵建屋 約 120cm 100cm 以上 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 約 120cm 100cm 以上 

高レベル廃液ガラス固化建屋 約 120cm 100cm 以上 

第 1 ガラス固化体貯蔵建屋 約 30cm 20cm 以上 

制御建屋 約 120cm - 

非常用電源建屋 約 30cm - 

主排気筒管理建屋 約 20cm - 
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ｃ．建屋全体の支持機能について 

想定される損傷を考慮した場合においても，建屋全体の支持機能が

維持されることを，以下の方法にて確認する。 

また，評価結果を第４－５表及び第４－６表に示す。 

 

・ 代表評価として外壁厚さ及び建物平面が小さい非常用電源建屋及

び主排気筒管理建屋の２建屋とする。 

・ 損傷範囲は長辺方向の外壁一面の深さ５cm とする。 

・ 損傷範囲を減じた軸断面積 A’にて支持重量 W を支えられること

を軸応力度σ（W/A’）とコンクリートの許容圧縮応力度 fc の比

較により確認する。 

 

第４－５表 非常用電源建屋の損傷後の軸応力評価結果 

要素 

番号 

地上高さ 

支持重

量 
軸断面積 

軸 

応力度 

許容 

応力度 

断面 

裕度 

W A A' σ ｆｃ α 

m kN m2 m2 N/mm2 N/mm2 １＜α 

1 9～14 18858 108.9 106.5 0.18 9.8 56  

2 0～9 76772 151.8 149.4 0.51 9.8 19 

 

第４－６表 主排気筒管理建屋の損傷後の軸応力評価結果 

要素 

番号 

地上高さ 
支持重量 軸断面積 

軸 

応力度 

許容 

応力度 

断面 

裕度 

W A A' σ ｆｃ α 

m kN m2 m2 N/mm2 N/mm2 １＜α 

1 0～4 6040 16.5 15.2 0.40 7.8 20 

 

以上より，建物全体の支持機能が損なわれないことを確認した。 
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ｄ．天井スラブの評価について 

天井スラブの評価は以下の理由により，外壁の評価に包含される。 

ｉ．火炎長が天井スラブより低い場合，天井スラブに輻射熱を与え

ないことから熱影響はない。 

ⅱ．火炎長が天井スラブより高い場合，天井スラブに輻射熱を与え

るが，離隔距離が大きくなることから，その輻射熱は外壁に与え

る輻射熱より小さい。 

ⅲ．火炎からの離隔距離が等しいとした場合においても，垂直面（外

壁）と水平面（天井スラブ）の形態係数は，垂直面の方が大きい

ことから，その輻射熱は外壁に与える輻射熱より小さい。 

 

天井スラブへの熱影響概念図を第４－３図に示す。 

 

 

 

 

 

 

第４－３図 天井スラブへ熱影響概念図 

 

なお，対象建屋の最小スラブ厚は 15ｃｍ以上であり，第４－２

図に示すとおり初期温度（50℃）程度となること，また，上記理由

を踏まえると屋内に設置する外部火災防護対象設備の安全機能は

損なわれない。  

天井スラブ 

屋内 外壁 
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（２）屋外に設置する外部火災防護施設に対する航空機墜落地点の設定 

屋外に設置する外部火災防護施設のうち，使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却塔 A/B，再処理設備本体用 安全

冷却水系冷却塔 B，主排気筒，屋外ダクト，第２非常用ディーゼル発

電機用 安全冷却水系冷却塔 A/B については，竜巻防護対策設備（飛

来物防護板，飛来物防護ネット）により竜巻からその機能を防護する

設計としている。また，竜巻防護対策設備については，防護対象設備

に対して波及的影響を与えることのない設計としている。 

上記の外部火災防護施設については，外部火災防護対象設備を収容

する建屋への評価と同様に，外部火災防護施設の外殻となる竜巻防護

対策設備の至近で航空機墜落による火災が発生することを想定し，外

部火災防護施設の安全機能を損なわない設計とする。また，竜巻防護

対策設備についても，屋外に設置する外部火災防護施設に航空機墜落

による火災を起因とした波及的影響を与えることのない設計とする。 

航空機墜落地点のイメージ図を第４－４図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４－４図 航空機墜落地点のイメージ 

安全冷却水系冷却塔は飛来物防

護ネットに覆われていることか

ら，飛来物防護ネットの外側に円

筒火災モデルを設定する。 
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（３）屋外に設置する外部火災防護施設に対する防護設計 

火炎から輻射熱を直接受熱する屋外に設置する外部火災防護施設

及び金属製の飛来物防護板については，火炎からの輻射熱を受けて高

温になることが想定されるため，外部火災防護施設の安全機能を損な

わないように，耐火被覆，断熱材等の防護対策を実施する。 

飛来物防護ネットについても安全冷却水系冷却塔に波及的影響を

与えることを防止するため，支持構造物である架構に耐火被覆，断熱

材等の防護対策を実施する。 

また，第２非常用ディーゼル発電機を収容する非常用電源建屋につ

いても，飛来物防護板を設置することから，上記と同様に防護対策を

実施する。 

防護対策のイメージ図を第４－５図に示す。また，耐火被覆材の基

本設計の考え方を添付資料に示す。 

上記設計にあたっては，防護対策を踏まえた影響評価を実施する。 

屋外に設置する外部火災防護施設については，主要部材である鋼材

の強度が維持される温度 325 ℃
（１５）

以下となり，外部火災防護施設の安

全機能を損なわないことを確認する。また，安全冷却水系冷却塔につ

いては，冷却水の温度上昇により安全機能を損なわないことを確認す

る。 
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第４－５図 防護対策のイメージ 

 

 

建物 

屋外ダクト 

飛来物防護板に対して耐火被覆，断熱材等の防護対策を

実施。 

飛来物防護板 

＜冷却塔のイメージ＞ 

＜屋外ダクトのイメージ＞ 

飛来物防護ネットの架構及び防護板に対して耐火被覆，断熱材等の

防護対策を実施。 

冷却塔の架構，ファンリング等に対して耐火被覆，断熱材等の防

護対策を実施。 

飛来物防護

ネット 
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５．航空機墜落による火災と敷地内の危険物タンク等の重畳について 

  敷地内に存在する危険物タンク等の対象を第５－１表に，敷地内の配

置を第５－１図に示す。 

 

第５－１表 敷地内に存する危険物タンク等 

危険物タンク等 貯蔵物 

ボイラ用燃料受入れ・貯蔵所 重油 

ボイラ用燃料貯蔵所 重油 

ディーゼル発電機用燃料油受入れ・貯蔵所 重油 

技術開発研究所重油貯槽 重油 

精製建屋ボンベ庫 水素 

還元ガス製造建屋 水素 

前処理建屋 ＬＰＧボンベユニット プロパン 

ボイラ建屋 ボンベ置場 プロパン 

低レベル廃棄物処理建屋 プロパンボンベ庫 プロパン 
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第５－１図 敷地内に存在する危険物タンク等の配置 
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（１）重油タンク火災の影響について 

航空機墜落火災に対する重油タンク火災の影響については，発生熱

量が大きく外部火災防護施設に与える影響が大きい事象を想定する。

発生熱量が一番大きくなる想定として，重油タンクが航空機墜落によ

り火災を発生させることを想定する。第５－２表に，重油を貯蔵する

危険物タンク等と外部火災防護施設との離隔距離を示す。 

航空機が危険物タンク等に直撃し，危険物および航空機燃料による

重畳火災を想定したとしても，外部火災防護施設との間には第５－２

表に示す離隔距離があることから，離隔距離が最も短いディーゼル発

電機用燃料油受入れ・貯蔵所の重畳火災により，外部火災防護施設で

ある使用済燃料受入れ・貯蔵建屋が受ける輻射強度は１ｋＷ／ｍ２程

度であり，外部火災防護施設の直近で航空機墜落による火災を想定し

た場合の輻射強度（30ｋＷ／ｍ２）よりも小さく，外部火災防護施設

の直近における航空機墜落による火災評価に包含される。 

 

第５－２表 危険物タンク等の火災の影響評価の対象となる外部火災防護

施設 

 
危険物タンク等 外部火災防護施設 

離隔距離 

（ｍ） 

外部火災防護

対象設備を収

納する建屋に

対する熱影響

評価 

ボイラ用燃料受入れ・貯蔵所 ウラン酸化物貯蔵建屋 580 

ボイラ用燃料貯蔵所 

使用済燃料輸送容器管理建屋

の使用済燃料収納使用済燃料

輸送容器保管庫 

205 

ディーゼル発電機用燃料油受

入れ・貯蔵所 
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 100 

屋外に設置す

る外部火災防

護施設に対す

る熱影響評価 

ボイラ用燃料受入れ・貯蔵所 
再処理設備本体用 安全冷却水

系冷却塔Ｂ 490 

ボイラ用燃料貯蔵所 

使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設用 安全冷却水系冷却

塔Ｂ 

210 

ディーゼル発電機用燃料油受

入れ・貯蔵所 

使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設用 安全冷却水系冷却

塔Ｂ 

100 
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（２）可燃性ガスを貯蔵するボンベ庫の爆発の影響について 

   低レベル廃棄物処理建屋 プロパンボンベ庫及びボイラ建屋 ボン

ベ置場については，外部火災防護施設からの離隔距離が十分あること

を踏まえ，外部火災ガイドを参考とし危険限界距離を算出し，至近の

外部火災防護施設までの離隔距離が確保されていることを確認する。 

   精製建屋ボンベ庫及び還元ガス製造建屋については，外部火災防護

施設に隣接しており，危険限界距離の確保では出来ない。そのため，

爆風圧により隣接する外部火災防護施設が影響を受けないことを確認

する。 

前処理建屋 ＬＰＧボンベユニットについては，前処理建屋と一体と

なっているボンベ庫（壁厚 30ｃｍ，天井スラブ厚 30ｃｍ）に収容され

ていることから，ボンベ庫外壁外側を航空機墜落地点と想定し，屋内

のＬＰＧボンベユニットへの影響を確認する。上記４．（１）における

外部火災防護施設の建屋外壁の熱影響評価から，ボンベ庫外壁内面へ

の熱影響はないことから，航空機墜落による火災により，ＬＰＧボン

ベユニットが爆発に至ることはない。 

    

ａ．危険限界距離の評価 

低レベル廃棄物処理建屋 プロパンボンベ庫及びボイラ建屋 ボン

ベ置場については，外部火災ガイドを参考とし，［６］式より危険限界

距離を算出し，至近の外部火災防護施設までの離隔距離が確保されて

いることを確認する。 

304.0 WKX ×= λ  

 

･･･[６] 
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ここで， 

Ｘ：危険限界距離（ｍ） 

λ：換算距離 

Ｋ：プロパンの定数 

Ｗ：設備定数 

ボイラ建屋 ボンベ置場及び低レベル廃棄物処理建屋 プロパンボ

ンベ庫の計算条件を第５－３表及び第５－４表に示す。 

 

第５－３表 ボイラ建屋 ボンベ置場の計算条件 

項目 記号 数値 単位 

換算距離 λ 14.4 ｍ･ｋｇ－１／３ 

プロパンの定数 Ｋ 328 － 

設備定数 Ｗ 150 ｋｇ 

 

第５－４表 低レベル廃棄物処理建屋 プロパンボンベ庫の計算条件 

項目 記号 数値 単位 

換算距離 λ 14.4 ｍ･ｋｇ－１／３ 

プロパンの定数 Ｋ 328 － 

設備定数 Ｗ 2,975＊１ ｋｇ 

＊１：1,000ｋｇ以上のため，平方根の値を用いる。 
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  評価の結果を第５－５表に示す。評価の結果，爆発源と至近の外部火

災防護施設の離隔距離は危険限界距離以上確保されている。 

 

第５－５表 危険限界距離の評価結果 

危険物タンク等 至近の外部火災防護施設 
危険限界距離 

（ｍ） 

離隔距離 

（ｍ） 

低レベル廃棄物処理建屋 

プロパンボンベ庫 

使用済燃料収納使用済燃料 

輸送容器保管庫 
22 210 

ボイラ建屋 ボンベ置場 
再処理設備本体用 

安全冷却水系冷却塔Ｂ 
48 132 
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ｂ．爆風圧の評価 

精製建屋ボンベ庫及び還元ガス製造建屋に収容する可燃性ガスボン

ベの爆発によって発生する爆風圧から隣接する建屋外壁の評価対象部

にかかる曲げモーメント及びせん断力を算出し，建屋外壁の許容応力

以下であることを確認する。 

評価においては厳しい評価となるように対象外壁の支持状況に応じ

て梁部材とみなして評価を実施する。 

ⅰ．爆風圧の算出 

外部火災ガイドを参考とし［７］式より換算距離を算出する。 

 

304.0 WKX ×= λ   
 

ここで， 

Ｘ：離隔距離（ｍ） 

λ：換算距離（ｍ・ｋｇ－1/3） 

Ｋ：定数 

Ｗ：設備定数 

換算距離は外部火災ガイドが参考としている 指針
（１４）

から圧力の近似

式として表すことができるため，［８］式に代入して爆風圧を算出する。 

 
48551027813 .P. −=λ  ・・・[８] 

 

ここで， 

Ｐ：爆風圧（ｋｇｆ／ｃｍ２） ただし，Ｐ≧0.65 

･･･[７] 
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ⅱ．曲げモーメントの算出 

算出した爆風圧から梁部材の等分布荷重状態における最大曲げモー

メントを[９]式より，また，許容曲げモーメントを[10]式より算出する。 

8

2wlM =
  

   ここで， 

    Ｍ：曲げモーメント（Ｎ・ｍ） 

    ｗ：爆風圧による荷重（Ｎ／ｍ） 

    ｌ：支持スパン（ｍ） 

 

AftjM a =   
   ここで， 

    Ｍａ：許容曲げモーメント（Ｎ・ｍ） 

    Ａ：鉄筋量（ｍｍ２） 

    ｆｔ：鉄筋の許容引張応力度（Ｎ／ｍｍ２） 

    ｊ：応力中心間距離（ｍｍ） 

 

ⅲ．せん断力の算出 

算出した爆風圧から梁部材の等分布荷重状態における最大せん断力

を[11]式より，また，許容せん断力を [12]式より算出する。 

2
wlQ =

  

ここで， 

   Ｑ：せん断力（Ｎ） 

･･･[10] 

 

･･･[９] 

 

･･･[11] 
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   ｗ：爆風圧による荷重（Ｎ／ｍ） 

ｌ：支持スパン（ｍ） 

 

fsbjQa =  ・・・[12] 

  ここで， 

Ｑa：許容せん断力（Ｎ） 

   ｆｓ：コンクリート許容せん断応力度（Ｎ／ｍｍ２） 

ｂ：梁幅（ｍｍ） 

ｊ：応力中心間距離（ｍｍ） 

爆発源の評価に係る計算条件を第５－６表～第５－８表に示す。 

ⅳ．評価結果 

評価の結果を第５－９表に示す。爆風圧による荷重は建屋外壁の許

容応力未満である。 
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第５－６表 爆発源の評価条件 

危険物タン

ク等 
貯蔵物 

設備定数

Ｗ 

（ｍ３） 

水素の 

定数Ｋ（１４） 
至近の建屋 

離隔 

距離 ＊１ 

Ｘ（ｍ） 

精製建屋 

ボンベ庫 
水素 

626 

2,860×10３ 

精製建屋 ６ 

還元ガス 

製造建屋 
280 

ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋 
５ 

＊１：危険物タンク等の中心から至近の建屋外壁表面までの距離。 

 

第５－７表 評価対象部の条件（精製建屋） 

項目 記号 数値 単位 

スパン ｌ 8.2 ｍ 

梁幅 ｂ 1.0 ｍ 

配筋 － 
ＳＤ345 

Ｄ38＠200 
－ 

外壁厚さ － 1,200 ｍｍ 

鉄筋量 Ａ 5,700 ｍｍ２ 

鉄筋の許容引張応力度 ｆｔ 345 Ｎ／ｍｍ２ 

応力中心間距離 ｊ 945 ｍｍ 

コンクリート許容 

せん断応力度 
ｆｓ 1.18 Ｎ／ｍｍ２ 
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第５－８表 評価対象部の条件（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 

項目 記号 数値 単位 

スパン ｌ 8.0 ｍ 

梁幅 ｂ 1.0 ｍ 

配筋 － 
ＳＤ345 

Ｄ38＠200 
－ 

外壁厚さ － 1,200 ｍｍ 

鉄筋量 Ａ 5,700 ｍｍ２ 

鉄筋の許容引張応力度 ｆｔ 345 Ｎ／ｍｍ２ 

応力中心間距離 ｊ 945 ｍｍ 

コンクリート許容 

せん断応力度 
ｆｓ 1.18 Ｎ／ｍｍ２ 

 

第５－９表 爆風圧に対する評価結果 

危険物タンク等 至近の建屋 

爆風圧による荷重 許容応力 

曲げモーメント 

（ｋＮ・ｍ） 

せん断力 

（ｋＮ） 

曲げモーメント 

（ｋＮ・ｍ） 

せん断力 

（ｋＮ） 

精製建屋 

ボンベ庫 
精製建屋 1,200 580 1,800 1,100 

還元ガス 

製造建屋 

ウラン・プル

トニウム混

合脱硝建屋 

950 480 1,800 1,100 
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６. 二次的影響評価 

二次的影響として，火災に伴い発生するばい煙及び有毒ガスを抽出し，

その上で，安全機能を有する施設のうち，外気を取り込むことにより，外

部火災防護対象設備の安全機能が損なわれるおそれがある設備を第６－

１表のとおり選定する。 

ばい煙及び有毒ガスによる影響については，外部火災ガイドを参考と

して，ばい煙及び有毒ガスの侵入を防止するため，適切な対策を講ずる

ことで外部火災防護対象設備の安全機能を損なわない設計とする。 

 

6.1 ばい煙の影響 

（１） 換気空調系統 

外部火災防護施設の各建屋の換気設備の給気系は，粒子フィルタ又

は中性能フィルタにより，ばい煙の侵入を防止することで，外部火災

防護対象設備の安全機能を損なわない設計とする。 

制御建屋の中央制御室は，運転員の作業環境を確保するため，制御

建屋中央制御室換気設備の外気取入口に高性能粒子フィルタを設置

するとともに，制御建屋中央制御室換気設備の外気との連絡口を遮断

し，制御建屋の中央制御室内空気を再循環する措置を講ずる設計とす

る。また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室については，

制御建屋の中央制御室にて使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の

状態を監視できる設計とし，必要に応じて制御建屋の中央制御室への

運転員の退避の措置を講ずるものとする。 

さらに，制御建屋の中央制御室については，外気との連絡口を遮断

することによる中央制御室内に滞在する運転員の環境悪化防止のため，
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酸素濃度及び炭酸ガス濃度の影響評価を実施し，居住性に影響を及ぼ

さないことを確認する。評価結果を第６－２及び第６－３表に，制御

建屋中央制御室換気設備系統概要図を第６－１図に示す。 

（２） ディーゼル発電機 

外部火災防護対象設備の第１非常用ディーゼル発電機については，

中性能フィルタ及び第２非常用ディーゼル発電機については，ステン

レス製ワイヤーネットにより，ばい煙の侵入を防止することで，安全

機能を損なわない設計とする。 

（３） 安全圧縮空気系の空気圧縮機 

外部火災防護対象設備の空気圧縮機の吸気側については，中性能フ

ィルタにより，ばい煙の侵入を防止することで，安全機能を損なわな

い設計とする。 

（４） ガラス固化体貯蔵設備の収納管及び通風管 

ガラス固化体貯蔵設備は，間接自然空冷貯蔵方式により，貯蔵する

ガラス固化体からの崩壊熱を利用して冷却空気入口シャフトから外気

を取り入れ，外部火災防護対象設備である収納管と通風管で形成する

円環流路を上昇しながらガラス固化体を冷却し，冷却空気出口シャフ

トより排出している。 

外気とともに冷却空気の流路にばい煙が流入するが，流路の閉塞を

防止する構造とし，安全機能を損なわない設計とする。 

  



 

35 
 

6.2 有毒ガスの影響 

制御建屋の中央制御室は，運転員の作業環境を確保するため，有毒

ガスの侵入を防止できるよう，制御建屋中央制御室換気設備の外気と

の連絡口を遮断し，制御建屋の中央制御室内空気を再循環する措置を

講ずる設計とする。また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制

御室については，制御建屋の中央制御室にて使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の状態を監視できる設計とし，必要に応じて制御建屋の

中央制御室への運転員の退避の措置を講ずるものとする。 

さらに，制御建屋の中央制御室については，外気との連絡口を遮断

することによる中央制御室内に滞在する運転員の環境悪化防止のため，

酸素濃度及び炭酸ガス濃度の影響評価を実施し，居住性に影響を及ぼ

さないことを確認する。評価結果を第６－２及び第６－３表に，制御

建屋中央制御室換気設備系統概要図を第６－１図に示す。 
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第６－１表 ばい煙及び有毒ガスによる影響評価の対象 

となる設備 

 分類 影響評価対象設備 

機器への 

影響 

外気を取り込む 

空調系統 

・外部火災防護施設の各建屋の 

建屋換気設備 

・制御建屋中央制御室換気設備 

外気を取り込む 

機器 

・第１非常用ディーゼル発電機 

・第２非常用ディーゼル発電機 

・安全圧縮空気系の空気圧縮機 

・ガラス固化体貯蔵設備 

 

第６－２表 制御建屋 中央制御室内空気の酸素濃度評価結果 

時間 12時間 24時間 36時間 93時間 

酸素濃度 20.6％ 20.2％ 19.8％ 18.0％ 

 

 第６－３表 制御建屋 中央制御室内空気の炭酸ガス濃度評価結果 

時間 ６時間 12時間 18時間 21時間 

炭酸ガス

濃度 
0.16％ 0.30％ 0.43％ 0.49％ 
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第６－１図 制御建屋中央制御室換気設備系統概要 
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添付資料 

耐火被覆の基本設計の考え方 

 

１．はじめに 

屋外の外部火災防護施設及び竜巻対策設備への対策として耐火被覆

等の対策を行う。耐火被覆材は建築基準法及び同法施行令に基づく耐火

構造の認定を取得している製品の採用を検討している。 

航空機墜落による火災に対して，耐火被覆材による対策の有効性につ

いて以下のとおり確認した。 

 

２．航空機墜落による火災の想定について 

令和元年８月 21日に開催された令和元年度第 23回原子力規制委員会

において示された方針を踏まえ，外部火災防護施設の外殻となる竜巻防

護対策設備の至近で航空機墜落による火災が発生することを想定し，火

炎から輻射熱を直接受熱する飛来物防護板（ＳＵＳ製）を代表例として

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」を参考に火災による影響を

確認した。 

 

 

 

 

 

 

  

建物 

屋外ダクト 

飛来物防護板に対して耐火被覆，断熱材等の防護対策を

実施。 

飛来物防護板 
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３．飛来物防護板の温度評価について 

外部火災ガイドを参考として輻射強度（約 30ｋＷ/ｍ２)を算出し輻射

強度に対する鋼材の熱伝導を熱移動の経路として設定し(1)から(3)に基

づき，代表として主排気筒及び屋外ダクトに対して設置する飛来物防護

板(ＳＵＳ製）の温度を確認した。 

評価の結果を図１に示す。評価対象の温度は，1400 秒で 960℃まで温

度上昇することとなった。 

 

 

 

  

 

 

図１：飛来物防護板の温度評価結果 

(1) 火炎から鋼材への輻射 

Qr1 = E・A 

A：防護板面積（m2）（= 1） 

(2)  鋼材温度の時間変化 

（n=1 外側）：ρcV 𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑

T𝑐𝑐1 = Q𝑟𝑟1 − Q𝑐𝑐(T𝑐𝑐1)  

（n=2 からn-1 鋼材内）：ρcV 𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑

T𝑐𝑐𝑐𝑐(t) = Q𝑐𝑐(T𝑐𝑐𝑐𝑐−1) − Q𝑐𝑐(T𝑐𝑐𝑐𝑐)  

（n=n 内側）：ρcV 𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑

T𝑐𝑐𝑐𝑐(t) = Q𝑐𝑐(T𝑐𝑐𝑐𝑐−1) 

ρ：鋼材密度（kg/m３） 

c：鋼材比熱（J/kgK） 

V：鋼材体積（m３） 

0
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n：節点番号 

T𝑐𝑐𝑐𝑐(𝑡𝑡)：節点nでの鋼材温度（℃） 

Q𝑐𝑐(T𝑐𝑐𝑐𝑐)：鋼材内の熱伝導（W） 

ステンレス鋼の物性値は，伝熱工学資料改訂第 5 版の SUS304 の物性値

より，近似式を作成し設定した。 

(3) 鋼材内の熱伝導 

Qc(Tcn) =
λc
L

・A・(Tcn − Tcn+1) 

λ𝑐𝑐：鋼材の熱伝達率（W/mK） 

L：鋼材の区分厚さ（m）  
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３．耐火被覆材採用の見通し 

２．で確認した飛来物防護板の温度確認結果より，約 270 秒で飛来物

防護板表面温度は 250℃に達する。耐火被覆材は 250℃以降で発泡が始ま

り，熱伝導率が低下する。耐火被覆材を表面に被覆することで，270 秒

以降の温度上昇を抑えることが期待できる。 

温度上昇を抑制するために必要な被覆厚さを検討し，外部火災防護施

設の安全機能を損なわないために耐火被覆を行う。 

 

４．安全上重要な施設に対する許容温度の設定 

一般的に，鋼材は温度上昇に伴い強度が低下するが，その高温強度に

対する公的規格は存在していない。一方，文献 (１)（２）によると，鋼材の

高温時における有効降伏応力度は以下の式により近似される。一般的な

鋼材の降伏応力度については約 450℃で長期許容応力度相当となる常温

時降伏応力度の 2/3 の値となる。 

 

𝜎𝜎𝑦𝑦(𝑇𝑇) = � 
 𝐹𝐹                                 𝑇𝑇 ≤ 325           

 𝐹𝐹 ∙ �
700 − 𝑇𝑇

375
�       325 < 𝑇𝑇 < 700 

 

T[℃] 

σ
y
(
T
)
 

F 

325 700 

図２：鋼材の高温時の有効降伏応力度 

(2/3)F 

450 
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ただし，発電用原子力設備規格 設計・建設規格（一般社団法人日本

機械学会）では，鋼材の制限温度を 350℃としていること，また，文献

(１)（２）では 325℃以下であれば，強度が常温時と変わらないとしている

ことから，安全上重要な施設については厳しい評価となるよう，鋼材の

強度が常温時と変わらない 325℃を許容温度として設定した。 

 

５．参考文献 

(１) 2001 年版 耐火性能検証法の解説及び計算例とその解説，国土交通

省住宅局建築指導課他 

(２)建築火災のメカニズムと火災安全設計，日本建築センター 

 




